
大規模災害発生時における
東大阪都市清掃施設組合の業務継続及び
減災のための施設整備に関する調査検討
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（１）業務継続のための基本的事項の調査検討
• 東大阪都市清掃施設組合の現状の災害時の体制、業務資源等の整理を行った。
• 現行ＢＣＰ（業務継続計画）の実効性確保に必要な基本的事項の検討を行った。
• 課題整理を行い、今後の改善方針を示した。
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災害時の体制

災害発生時の対応の流れ

１．組合の業務継続のための基本的事項の調査検討

物的資源

緊急連絡体制

【現状の整理結果】



（１）業務継続のための基本的事項の調査検討
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１．組合の業務継続のための基本的事項の調査検討

検討対象施設位置図 廃棄物処理施設のＢＣＰの特徴（市役所ＢＣＰとの比較）

目標復旧時間の検討

焼却施設の工程（業務資源の確認区分）

調査の検討ステップ

粗大ごみ処理施設の工程（業務資源の確認区分）



（１）業務継続のための基本的事項の調査検討
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１．組合の業務継続のための基本的事項の調査検討

業務資源検討ワークシートの構成 業務資源確認・評価のプロセス

現行ＢＣＰの対応可能性評価



（１）業務継続のための基本的事項の調査検討
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１．組合の業務継続のための基本的事項の調査検討

課題のある業務資源の抽出と対応策検討 早期復旧戦略（案）



（１）業務継続のための基本的事項の調査検討
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１．組合の業務継続のための基本的事項の調査検討

停電解消時期と＜ごみ受入れ可否＞＜焼却可否＞の想定
（※日数は、大地震発生後の経過日数）

災害発生時の対応フロー（ＢＣＰの視点で）

ＢＣＭ（業務継続マネジメント）の具体的イメージ
（＝ＢＣＰ実効性確保のしくみ）



①組合の廃棄物処理施設の現状調査

２．組合における大規模災害での廃棄物処理施設の減災のための施設整備のあり方に関
する調査検討

• 東大阪都市清掃施設組合が所有する施設について、資料及びヒアリング、アン
ケート結果より整理した。

組合の施設整理結果
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②課題整理及び減災対策に係る基本的考え方
ア 課題整理

２．組合における大規模災害での廃棄物処理施設の減災のための施設整備のあり方に関
する調査検討

• 大規模災害時の課題について、被害想定（大規模地震、風水害）別に整理した。
構成市における災害廃棄物発生量

組合施設における処理可能量、被災リスク

• 大規模地震被災時には、老朽
化した第四工場の稼働継続は
困難と予測される。

• 寝屋川等の大規模氾濫が発生
した場合には、第四工場、第
五工場ともに浸水の可能性が
あり、ごみの受入を停止せざ
るをえなくなることも想定さ
れる。

• 大量の災害廃棄物を処理する
ために、協定市等との広域連
携を検討する必要がある。

• 一般廃棄物の焼却灰、飛灰は
全てフェニックスセンターに
搬入されている。発災後にセ
ンターでの受入が停止した場
合の代替受入先や、受入再開
までの仮置きが必要となる。

大規模災害発災時の課題
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②課題整理及び減災対策に係る基本的考え方
イ 事前の対策の検討

２．組合における大規模災害での廃棄物処理施設の減災のための施設整備のあり方に関
する調査検討

• 「ごみの受入を再開する」ことを最優先とし、「ライフラインの復旧から3日後
に焼却を再開する」ことを目標として検討を行った。

発災後のごみ処理フロー

• 大規模地震被災時には、第五工場のみでの処理を想定。
• 特に災害時にフェニックスセンターでの廃棄物受入が停止した場合には、飛灰ピットで貯留でき
る日数が短いものと想定される。

• 組合施設が被災し、第五工場の焼却炉が停止した場合についても、ごみピットにごみを貯留して
対応することとなる。
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②課題整理及び減災対策に係る基本的考え方
イ 事前の対策の検討

２．組合における大規模災害での廃棄物処理施設の減災のための施設整備のあり方に関
する調査検討

施設で災害時に想定されるリスクと対応

• 災害時にはごみの受入再開
を最優先することから、復
旧は上流側のプロセスを優
先することが基本。

• ただし、焼却炉の立ち上げ
に要する日数なども考慮す
る。

• フェニックスセンターでの
廃棄物受入が停止した場合、
停止期間が組合での受入再
開後9日を超えるとごみの受
入に支障が生じる。
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②課題整理及び減災対策に係る基本的考え方
イ 事前の対策の検討

２．組合における大規模災害での廃棄物処理施設の減災のための施設整備のあり方に関
する調査検討

組合における平時の対応及び費用項目の例
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②課題整理及び減災対策に係る基本的考え方
イ 事前の対策の検討

２．組合における大規模災害での廃棄物処理施設の減災のための施設整備のあり方に関
する調査検討

業務継続及び減災のための施設整備に関する課題及び検討のまとめ

・
・

・

第四工場は稼働継続困難と推定
災害廃棄物を組合施設のみで処理
することは困難と考えられる
組合、構成市に最終処分場がなく
フェニックスに依存

・

・

・

浸水で電気設備が使用不能、施設
設備が故障、ごみピットが浸水し
た場合等には生活ごみの受入停止
災害廃棄物を組合施設のみで処理
することは困難と考えられる
組合、構成市に最終処分場がなく
フェニックスに依存

・
・
第五工場の復旧を優先する
上流側のプロセスの復旧を優先す
ることを基本とするが、焼却炉停
止後の立ち上げなど、復旧に要す
る日数も考慮する

・ 上流側のプロセスの復旧を優先す
ることを基本とするが、焼却炉停
止後の立ち上げなど、復旧に要す
る日数も考慮する

ハード

ソフト

一般
廃棄物
処理

災害
廃棄物
処理

最終
処分

地震発生時
（生駒断層帯地震）

風水害発生時
（寝屋川等の氾濫）

ライフラインの復旧から3日後の焼却再開

協定市・団体以外の候補先も検討する

平時の余力がある協定先の被災状況
について発災後に情報を入手し、依
頼先を検討する

第四工場、第五工場で震度7が想定さ
れる

第四工場、第五工場が浸水する可能
性がある

平時の余力があり、被災リスクが小
さい協定先を依頼先候補として優先
的に協議する

関係業者のリストアップ・協議、
フェニックス以外の受入先確保等

第六工場の始動用発電機設置、燃料
保管設備設置、薬剤等の備蓄設備設
置、仮置きヤード設置等

（地震への対応に加え）浸水防止対
策

（地震への対応に加え）止水板備
蓄、土嚢袋入手先の確保、ピット排
水設備準備など

平時の余力があり、被災リスクがな
い協定先を依頼先候補として優先的
に協議する

平時の
対応

広域
連携

課題

施設
被害想定

復旧の優先度

目標復旧
日数、レベル


